
集団指導 概要   

 

１ 集団指導の根拠  
 ・居宅訪問型の認可外保育施設は、届出対象施設として位置づけられている(児童福祉法第５９条の２)  
 ・届出対象施設には、立入調査を年１回以上実施（児童福祉法第５９条第１項）  
 ・居宅訪問型の認可外保育施設については、立入調査に代えて集団指導を実施(認可外保育施設指導監督

の指針)  
  
２ 国のベビーシッターに関するこれまでの対応 

×平成２６年３月 ベビーシッターを名乗る男による事件が発生 

・平成２７年４月 子ども・子育て支援法施行（認可の居宅訪問型保育事業の制度化） 

児童福祉法改正（認可外の居宅訪問型保育事業の届出義務化） 

－１日に保育する乳幼児が６人以上の事業者に限る 

・平成２７年６月 「子どもの預かりサービスのマッチングサイトに係るガイドライン」を公表 

⇒ガイドラインの適合状況を調査し、ホームページで公表 

・平成２８年４月 個人のベビーシッターを含む居宅訪問型保育事業者の届出義務化 

－１日に保育する乳幼児が１人以上の事業者 

・令和元年１０月 幼児教育・保育の無償化に併せて、指導監督基準で資格・研修受講の基準を明記 

（保育士、看護師又は都道府県等や全国保育サービス協会の研修受講を義務化） 

 

×令和２年    マッチングサイトを介したベビーシッター利用で、わいせつ行為による逮捕事案が

２件発生。 

 ・令和２年６月  マッチングサイト運営者に対し、ベビーシッターに対する注意喚起を依頼 

「ベビーシッターなどを利用するときの留意点」を改訂し、保護者や事業者に周知 

          指導監督基準を改正し、認可外の居宅訪問型保育事業者（個人を含む）に対して 

集団指導を都道府県等が実施することを明記 

 

３ 京都市での集団指導・個別面談、指導監督基準を満たす旨の証明書の交付について 

 （京都市認可外保育施設指導監督及び指導監督基準を満たす旨の証明書の交付等に係る取扱い要綱） 

 

 

４ 届出等の提出   

（１）変更届 ― 以下に変更のあった日から１か月以内に届出 

    「設置者の氏名及び住所」「施設の管理者の氏名及び住所」 

「施設の設置者について、過去に事業停止命令又は施設閉鎖命令を受けたか否かの別（受けたこと

がある場合には、その命令の内容を含む。）」 

 

（２）休止・廃止届 ― 事業を廃止する場合または事業を一時的に休止する場合は、休止・廃止の日 

から１か月以内に届出 



    ※ 京都市外に転出される場合は、京都市に廃止届を提出してください。 

※ 休止後、再開する場合は、設置届の提出が必要です。 

 

    ☆ 電話番号やメールアドレスを変更した場合も、ご連絡ください。 

 

５ 報告 

（１）運営状況報告  

      年１回提出が義務付けられています。（児童福祉法第５９条の２の５第１項）  

      京都市では、毎年３月に報告依頼をします。  

（２）重大事故発生時の報告 

死亡事故、 意識不明の事故、治療に要する期間が 30 日以上の負傷や疾病を伴う重篤な事故等 

事案が生じた時点で報告すること 

 

※重大事故防止のため、十分な注意を払い保育を提供してください。  
    ★特に留意が必要な場面  
      睡眠中、プール・水遊び、誤嚥（食事中・玩具・小物等）、食物アレルギー 

 ※事故発生時の適切な対応が可能となるよう、日ごろから十分備えてください。 

    （参考）教育・保育施設等における事故防止及び事故発生時の対応のためのガイドライン 

       https://www.cfa.go.jp/policies/child-safety/effort/guideline 

 

６ 人権に配慮した保育  
 「子どもを尊重する」ことや「子どもの人権擁護」について、常に高い意識をもって保育を行ってくだ

さい。 

（１）セルフチェックで自らの保育を振り返り、保育の質の向上に努めてください。  
（参考）保育所・認定こども園等における人権擁護のためのセルフチェックリスト  

  
（２）児童虐待に対する適切な知識および対応について理解を深めてください。  

（参考）厚生労働省ホームページ「児童虐待防止対策」   
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852000001w361-att/2r9852000001x8qy.pdf 

 

（参考）厚生労働省ホームページ「体罰等によらない子育てのために」 

https://www.mhlw.go.jp/content/000598146.pdf 
 
 
 
 
 
 
  

https://www.cfa.go.jp/policies/child-safety/effort/guideline
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852000001w361-att/2r9852000001x8qy.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/000598146.pdf


保育料無償化の制度について（認可外保育施設の場合） 

 保護者はあらかじめ保育料を支払い、領収書等で保育料の還付を受ける制度 

 幼児教育・保育の無償化の対象年齢は下記の通り 

  3〜5歳児クラスの子供：3歳になって初めて迎える 4 月〜小学校入学まで 

  0〜2歳児クラスの子供（市民税非課税世帯のみ） 

 

（保護者の条件） 

 ・施設利用費給付申請で新２号・新３号の認定を受けること（保育の必要性の認定） 

・保育所等（＊）を利用していないこと 

＊認可保育所等、一定基準(平日 8時間かつ年間 200 日)以上の預かり保育を実施している幼稚園 

・認定こども園、企業主導型保育事業 

 

（施設の条件） 

 ・設置届を出していること 

 ・特定子ども・子育て支援施設等の確認申請を受けていること 

 ・（京都市在住の保護者の場合 令和３年４月以降） 

  「認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書」の発行対象となっていること 

 

幼児教育・保育の無償化に係る特定子ども・子育て支援施設等の確認申請 

（居宅訪問型の認可外保育施設の場合） 

（１）提出書類 

ア 特定子ども・子育て支援施設等確認申請書（認可外保育施設）【第 2号様式】 

イ 定款又は寄附行為等及びその登記事項証明書等（法人ではない者が申請する場合にあっては、設

立代表者の印鑑登録証明書） 

ウ 誓約書（特定子ども・子育て支援施設等） 

エ 料金表及び利用案内・パンフレット 

オ 職員の研修受講状況に関して、研修の修了証の写し等の研修を受講したことや参加したことが分

かる書類 － 保育士証等 

カ 認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書の写し又は基準への適合（見込み）状況を説明

する書類（キ） 

キ 認可外保育施設指導監督基準チェックリスト 

   ※ 「認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書」の交付を受けている場合、（キ）は提出

不要 

（２）提出先 

〒604－8171 

   京都市中京区烏丸通御池下る虎屋町 566-1 井門明治安田生命ビル 3 階 

   京都市子ども若者はぐくみ局 幼保総合支援室 民営保育施設担当 

   電話：075－251－2390 

（参考） https://www.city.kyoto.lg.jp/hagukumi/page/0000254434.html 
 

https://www.city.kyoto.lg.jp/hagukumi/page/0000254434.html


ベビーシッターなどを利用するときの留意点
ベビーシッターなど子どもの預かりサービスを利用する保護者の皆様へ

ベビーシッターを利用するには、事業者に申し込み、所属するベビーシッターが派遣される方
法と、マッチングサイトを通じてベビーシッター個人に利用者が直接依頼する方法があります。保
育料の安さや手軽に頼めるかという視点ではなく、信頼できるかどうかという視点で、ベビーシッ
ター事業者の情報を収集しましょう。マッチングサイトを通じての利用の場合は特に詳細に情報
収集を行い、マッチングサイトのガイドライン適合状況調査サイトを確認しましょう。情報収集に
あたっては、都道府県や市町村の情報、公益社団法人全国保育サービス協会に加盟してい
る会社のリストなどを活用しましょう。一時預かりが必要な場合やひとり親への様々な支援が必
要な場合は、ベビーシッターの利用に限らず、市町村に相談しましょう。

ベビーシッターの派遣を事業者に依頼する場合、ベビーシッターに対する希望を明確に伝えま
しょう。派遣される予定のベビーシッターと事前に面談を希望する場合は、事業者に申し出てく
ださい。マッチングサイトを通じて依頼する場合には、インターネットの情報だけを頼りにするので
はなく、実際に子どもをベビーシッターに預ける前に必ずベビーシッターと面会し、子どもを預かる
方針や心構えなどについて質問して、信頼に足る人物かどうかを確認しましょう。また、子どもを
預ける際には、必ず事前に面会したベビーシッター本人に直接子どもを預けるようにしましょう。

実際に子どもをベビーシッターに預ける際には、事業者名、ベビーシッターの氏名、住所、連
絡先を必ず確認しましょう。その際、ベビーシッターの身分証明書を提示してもらうようにしましょ
う。マッチングサイトを通じての利用の場合には、マッチングサイトで公開されている保育者の情
報を再度確認するとともに、都道府県等に事業者としての届出をしているかも確認するといいで
しょう。

保育の場所が子どもの自宅以外である場合は、事前に見学して、子どもの保育に適切な場
所かどうかを確認しましょう。

ベビーシッターなどを利用される場合の留意点として、
以下の 10か条 にまとめています。

1. まずは情報収集を

2. 事前に面接を

3. 事業者名、氏名、住所、連絡先の確認を

4. 保育の場所の確認を



ベビーシッターが保育士や認定ベビーシッター（※）の資格を持っている場合は、保育士登
録証や認定ベビーシッター資格登録証の提示を求めて確認しましょう。保育に関する研修を受
けているかどうかを確認してもいいでしょう。
※ 「認定ベビーシッター」とは、公益社団法人全国保育サービス協会が、ベビーシッターとして必要な専門知識及び
技術を有すると認定した人です。詳しくは、 全国保育サービス協会ＨＰの資格認定制度のサイトを参照してください。

万が一の事故に備えて、保険に加入しているかやその内容、金額を確認しましょう。ベビー
シッターを派遣した事業者やマッチングサイトの運営者等にも同様に確認しましょう。

子どもをベビーシッターに預けている間も、子どもの様子を電話やメールで確認するようにしま
しょう。カメラなどで子どもの様子を見たいと保育者に伝えてもいいでしょう。

預けている子どもの体調が急変するなどの緊急事態が生じた際に、ベビーシッターからすぐに
連絡を受けることができるような体制を整えましょう。

ベビーシッターから子どもの引き渡しを受ける際、どんなことをして遊んだのかといった保育の内
容や預かっている間の子どもの様子について、ベビーシッターから報告を受けましょう。
子どもの様子次第では、お子さん本人にも確認しましょう。

ベビーシッターに対する不満や疑問が生じた場合は、ベビーシッターを派遣した事業者やマッチ
ングサイトの運営者等にすぐ相談しましょう。内容によっては、事業者等ではなく、都道府県や
市町村の保育担当部署、地域の消費生活センターなどに相談しましょう。

参考 ■ 子どもの預かりサービスのマッチングサイトに係るガイドライン

■ マッチングサイトガイドライン適合状況調査サイト
https://matching-site-guideline.jp/

https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref
_resources/1b9d7664-123f-45d6-aea0-
b6fbaf7ff788/560fd6f4/20230401_policies_hoiku_ninkagai-
tsuuchi_12.pdf

5. 資格や研修受講状況の確認を

6. 保険の確認を

7. 預けている間もチェックを

8. 緊急時における対応を

9. 子どもの様子の確認を

10. 不満や疑問は率直に

https://matching-site-guideline.jp/
https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref















